
（単位　：　円）

当年度末 前年度末 増 減 当年度末 前年度末 増 減

37,850,828 34,892,235 2,958,593 20,873,193 25,147,864 △ 4,274,671

14,914,350 11,123,654 3,790,696 11,749,563 7,495,753 4,253,810

22,582,978 23,071,069 △ 488,091 8,424,000 17,000,000 △ 8,576,000

4,700 10,200 △ 5,500 5,000 10,500 △ 5,500

0 358,512 △ 358,512 683,175 641,611 41,564

348,800 328,800 20,000 11,455 0 11,455

973,901,815 1,024,349,144 △ 50,447,329 54,072,171 69,288,092 △ 15,215,921

911,549,547 928,373,805 △ 16,824,258 39,732,000 56,500,000 △ 16,768,000

土 地 143,413,000 143,413,000 0 14,340,171 12,788,092 1,552,079

建 物 768,136,547 784,960,805 △ 16,824,258 74,945,364 94,435,956 △ 19,490,592

その他の固定資産 62,352,268 95,975,339 △ 33,623,071 基本金 143,413,000 143,413,000 0

構 築 物 5,753,240 6,006,937 △ 253,697 143,413,000 143,413,000 0

車 両 運 搬 具 1,021,231 1,475,111 △ 453,880 国庫補助金等特別積立金 499,352,007 529,103,328 △ 29,751,321

器 具 及 び 備 品 6,188,146 6,326,919 △ 138,773 499,352,007 529,103,328 △ 29,751,321

権 利 5,152,880 5,152,880 0 その他の積立金 29,000,000 63,000,000 △ 34,000,000

退 職 給 付 引 当 資 産 14,340,171 12,788,092 1,552,079 29,000,000 63,000,000 △ 34,000,000

施 設 整 備 等 積 立 資 産 29,000,000 63,000,000 △ 34,000,000 次期繰越活動増減差額 265,042,272 229,289,095 35,753,177

長 期 前 払 費 用 876,800 1,205,600 △ 328,800 次期繰越活動増減差額 265,042,272 229,289,095 35,753,177

そ の 他 固 定 資 産 19,800 19,800 0 （うち当期活動増減差額） 1,753,177 233,807 1,519,370

純資産の部合計 936,807,279 964,805,423 △ 27,998,144

1,011,752,643 1,059,241,379 △ 47,488,736 1,011,752,643 1,059,241,379 △ 47,488,736

　　　該当なし。　

　　　該当なし。

　　　定額法を採用しております。　

　　　退職給付引当金・・・職員の退職に備えるため、将来の支給見込み額の内、当期負担額を計上しております。　

　　　該当なし。　

　　　職員の退職金の支給に備えるために糸魚川商工会議所特定退職金共済制度に加入しております。法人負担分は別途積立しております。

　　　退職給付引当資産及び退職給付引当金は掛金累計額で計上しております。

5　法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する財務諸表は以下の通りです。　

　　　（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）　

　　　（２）社会福祉事業における拠点区分別内訳書（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）　

　　　（３）拠点区分ごとの財務諸表（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）　

　　　（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　本部拠点区分（社会福祉事業）

　　　「本部」

　　　イ　糸魚川翠明苑拠点区分（社会福祉事業）

　　　「ケアハウス糸魚川翠明苑」

　　　ウ　みなみ翠明苑拠点区分（社会福祉事業）

　　　「ケアハウス糸魚川みなみ翠明苑」

6　基本財産の増減の内容及び金額

1　継続事業の前提に関する注記

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

（2）固定資産の減価償却の方法　　

（3）引当金の計上基準　　

3　重要な会計方針の変更

4　法人で採用する退職給付制度

2　重要な会計方針

【第３号の１様式】

国庫補助金等特別積立金

施 設 整 備 等 積 立 金

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
平成29年　3月31日　現在

資　産　の　部 負　債　の　部

勘　定　科　目 勘　定　科　目

１年以内返済予定設備資金借入金事 業 未 収 金

立 替 金 預 り 金

流動資産

現 金 預 金

流動負債

事 業 未 払 金

固定資産

基本財産

職 員 預 り 金

固定負債

設 備 資 金 借 入 金

前 払 金

前 払 費 用 仮 受 金

負債及び純資産の部合計

注記

資産の部合計

退 職 給 付 引 当 金

負債の部合計

基 本 金

純　資　産　の　部



　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りです。　

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

土地 143,413,000 0 0

建物 784,960,805 24,092,640 40,916,898

7　会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　　該当なし。　

8　担保に供している資産

　　　該当なし。　

9　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本） 1,550,679,942 782,543,395 768,136,547

構築物 9,324,819 3,571,579 5,753,240

車輌運搬具 3,830,970 2,809,739 1,021,231

器具及び備品 34,631,500 28,443,354 6,188,146

合計 1,598,467,231 817,368,067 781,099,164

10　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　　該当なし。　

11　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　該当なし。　

12　関連当事者との取引の内容

　　　該当なし。　

13　重要な偶発債務

　　　該当なし。　

14　重要な後発事象

　　　該当なし。　

15　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし。　

143,413,000

768,136,547

当期末残高


